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質点数および固有周期の変動が累積損傷分布の予測精度に及ぼす影響の分析 
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1. はじめに 

耐震構造建物の設計手法の 1 つに構造骨組のエネルギ

ー吸収能力により建物の耐震安全性を確保する，エネルギ

ーの釣合に基づく耐震計算法 1)（以降，エネルギー法と呼

ぶ）が規定されている。 
制振構造を設計する場合には，想定をはるかに超える地

震動に対しては主架構が塑性化することを考慮する必要

がある。さらに，長周期・長時間地震動やその余震によっ

て，多数回の繰返しによるダンパーの累積疲労損傷を評価

する必要がある 2),3)。エネルギー法による各層の累積疲労

損傷を予測する累積損傷分布 1/pi の式は主架構が塑性化

する場合への拡張は行われている 4)。しかし，主架構が弾

性の場合と塑性化する場合を連続的に 1 つの式で累積損

傷分布を予測することができず，その場合での予測精度に

及ぼす影響について詳細に分析されている研究はわずか

である 5)。 
そこで筆者らは，文献 5)で既往の累積損傷分布の式 6),7)

で予測精度を定量的に検討するための評価法を提案し，評

価法の妥当性について確認を行った。ただし，文献 5)では

質点数および固有周期を変動させず，限られた条件の下で

検討を行っている。本報では，質点数および固有周期を変

動させた場合でも文献 5)と同様な知見が得られるか確認

を行うことを目的とする。 

 
2. 解析条件 

本報では主架構の弾性 1 次固有周期 f1T を f1T = 0.5, 1.0, 
2.0 に設定する。f1T = 0.5 s は 5 層の鋼構造建物，f1T = 1.0 s
は 10 層の鋼構造建物，f1T = 2.0 s は 20 層の鋼構造建物を

想定した質点系等価せん断型モデルを用いる。質点数 N は

5，10，20 と設定し，表 1 に本報で用いる解析モデルの固

有周期と質点数の組み合わせを○印で示す。 

2.1 主架構と履歴ダンパーの諸元 
本報では図 1 に示すように，塑性化を考慮した主架構と

ダンパーの復元力特性は完全弾塑性型とする。本報では，

主架構とダンパーを合わせたものを全体架構と呼ぶこと

とする。図 2 に 10 質点系の場合における解析モデルの概

要を示す 5)。質量分布は等分布（9.8 kN･s2/cm），主架構の

剛性分布は台形分布（最上層が最下層の 1/2）とする。主

架構の初期剛性 f ki は式(1)で求められる 8)。 
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ここで，s：s 次の固有円振動数, si：第 i 層, s 次の固有

表 1 解析モデルの固有周期と質点数 

5 10 20
0.5 ○
1.0 ○ ○
2.0 ○ ○ ○

f1T

N

 

図 2 解析モデル概要（10 質点系） 
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(a) 主架構が弾性の場合 

 
(b) 主架構が塑性化する場合 

図1 復元力特性 
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モードである。構造減衰は主架構の 1 次固有周期 f1T に対

して f h = 2 %となる剛性比例型とする。主架構の降伏せん

断力分布も台形分布とする。降伏せん断力 f Qyi は次式で求

められる。 





N

j
jyfyf gmQ

1
11  ， ifyfyif QQ  1  

ここで，f i：第 1 層の主架構の降伏せん断力に対する第 i
層の主架構の降伏せん断力の比である。第 1 層の主架構の

降伏層せん断力係数 f 'y1 を次式で定義する 9)。 
11 yfyf   （ f1T = 0.5 s の場合） 

Tfyfyf 111   （ f1T = 1.0，2.0 s の場合） 

本報では f y1 = 0.10, 0.20, 0.30, ∞に設定する。なお，f y1 = 
∞は主架構が弾性であることを意味する。 
ダンパーの降伏層せん断力 d Qyiは第 1 層のダンパーの降

伏層せん断力 d Qy1 を基準とし，秋山が提案する i 分布 1)

に基づく最適分布をもとに 3 つのグループに分割した 3 段

階分布とする。 i は x' > 0.2 の場合は次式で表される 1)。 
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x' < 0.2 の場合，以下の式で求められる 1)。 
xi  501 .  

ここで， 

N
ix 1

  

5 質点系の場合のダンパーの降伏層せん断力 d Qyiは次式よ

り算出する。 
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10 質点系の場合の d Qyi は次式より算出する。 
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20 質点系の場合の d Qyi は次式より算出する。 
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ここで，第 1 層のダンパーの降伏層せん断力係数 d'y1 を

次式で定義する 9)。 
Tfydyd 111    

本報では dy1 をダンパー量と呼び，パラメータとして dy1 
= 0.01, 0.02, 0.04, 0.10, 0.16, 0.20 となる d'y1 を設定する。 

ダンパーの降伏層間変形 dyi は全層で一定値 dyi = 0.64 cm
とし 10)，ダンパーの初期剛性 d ki は次式より求められる。 

yidyidid Qk   
なお，ダンパーへの変形伝達の障害となる取り付け部材や

建物全体の曲げ変形の影響はないものと仮定し，各層の層

間変形は全て履歴ダンパーの変形に寄与するものとする 6)。 
2.2  入力地震動概要 

検討用地震動は，コーナー周期 Tc = 0.64 s 以降の領域で，

擬似速度応答スペクトル pSV = 50, 100, 150 cm/s（h = 5 %）

となる模擬地震動波形 ART HACHI （位相特性：

HACHINOHE 1968 EW）を用いる 6)。本報では pSV = 50，
100，150 cm/s の地震動をそれぞれレベル 1，レベル 2，レ

ベル 3 と呼ぶ。レベル 2 の加速度波形（0～300 s）を図 3
に示す。ART HACHI は加振終了後の入力エネルギーを評

価できるように 505 s 以降を 0 cm/s2 とし，合計で継続時間

は 550 s とする。両地震動ともに解析時間刻みt = 0.01 s と
する。図 4 に加速度応答スペクトル SA，擬似速度応答スペ

クトル pSV，変位応答スペクトル SD およびエネルギースペ

クトル VE（固有周期 T = 0〜3 s）を示す。 

 
3. 累積損傷分布の応答予測式 

ダンパーの累積損傷分布 1/dpi はダンパーが吸収する全

累積塑性歪エネルギーdWp に対する第 i 層におけるダンパ

ーが吸収する累積塑性歪エネルギーdWpi の比を用いて以

下のように表せる。 

 

  
(a) 加速度応答スペクトル  (b) 擬似速度応答スペクトル 

  
(c) 変位応答スペクトル (d) エネルギースペクトル 

図 4 応答スペクトルとエネルギースペクトル 
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図 3 入力地震動の加速度時刻歴波形(レベル 2) 
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秋山による累積損傷分布の応答予測式 1)は主架構とダン

パーの剛性比が各層で等しい場合のみに適用できる式と

なっており，これを文献 5)，6)で主架構とダンパーの剛性

比が各層で異なる場合でも適用できる式へと拡張された。

文献 5)，6)で拡張された式を以下に示す。 
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式(12)は主架構とダンパーの初期剛性が各層で等しくな

る場合，秋山による累積損傷分布の提案式 1)と一致する。

ダンパーの損傷集中指数 dni は，北村らによって負担せん

断力比 rqi が大きい範囲を拡張された式(16)を採用する 4)。 
 
 
 

max,

max,

id

if
qi Q

Q
r   

本報では式(16)の妥当性および，式(12)による予測精度

の検証が目的であるため，式(17)を算出する際の f Qi,max，

dQi,max は時刻歴応答解析の結果を用いる。文献 4)とは異な

り，主架構が塑性化する場合は f Qyi,max ではなく f Qyi を，ダ

ンパーが降伏した場合では dQi,max ではなく dQyi を用いる。 
 
4. 累積損傷分布の応答予測精度評価 5) 

文献 5)では文献 6)，7)にて拡張された応答予測式で，主

架構が弾性の場合と塑性化する場合を連続的に予測する

際の応答予測精度について応答予測値[1/dpi]p（以降，予測

値と呼ぶ）と時刻歴応答解析の結果から算出した累積損傷

分布[1/dpi]c （以降，解析値と呼ぶ）を比較し，分析を行っ

た。その際に文献 11)の予測精度評価法をもとに，文献 5)
では予測値と解析値の差の絶対値が最大となる層の値を

ダンパーの最大誤差 dRm として式(18)で定義している 5)。 

   
max

// cpidppidmd R  11   

予測精度の影響を分析する上で dRmが大きくなる要因と

して図 5 に示す累積損傷分布の一例ように最も損傷集中

が大きい層の解析値[1/dpi]c,max（以降，最大損傷集中と呼

ぶ。）より予測値が小さいことが確認できる。そこで，文献

5)では計 180 ケース（= 入力地震動：2 種類，入力レベル：

3 種類，主架構の降伏層せん断力係数 f y1：6 種類，ダンパ

ー量 dy1：6 種類，除外したケース：36 ケース）の結果を

用いて応答予測精度の評価を行った 5)。図 6 に最大損傷集

中 [1/dpi]c,max に対する最大誤差 dRm を示す。図 6 より

[1/dpi]c,max が大きくなるにつれて dRm が大きくなることが

わかった 5)。 
 

5. 質点数と固有周期が予測精度に及ぼす影響 
本章では質点数と固有周期による予測精度に及ぼす影

響についてそれぞれ分析を行う。解析モデルは計 338 ケー

ス（ = 質点数と固有周期の組み合わせ:6 種類，入力レベ

ル：3 種類，主架構の降伏層せん断力係数 f y1：4 種類，ダ

ンパー量 dy1：6 種類，除外したケース：94 ケース）を用

いてダンパーの累積損傷分布の予測精度を確認する。ここ

で，ダンパーのエネルギー分担率 dp11)を次式で表す。 
EWpdpd   

dp が 0.001 以下の場合は dp が 0 に限りなく近いため，

予測精度が低下しても問題にならない 11)と判断し，本報で

は除外する。図 7 に本報で確認する全ケースの最大損傷集

中[1/dpi]c,max に対する最大誤差 dRm を示す。図 7 より，質点

12id n  
5082 . qiid rn

1id n  

330.qir  
07330 ..  qir

07.qir  

 
図 7 最大誤差（全ケース） 

 
図 5 予測精度の低い累積損傷分布 
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図 6 最大損傷集中に対する最大誤差 

0 0.1 0.2 0.3 0.4

[1/dγpi]c,max
0

0.1

0.2

0.3 dRm

― 267―



2016 年度日本建築学会 
関東支部研究報告集  

2017 年 3 月  
 

4 
 

数が少なくなるにつれて[1/dpi]c,max が大きくなる傾向が確

認できるが，これは各質点間のエネルギー分担が質点数が

少なくなるにつれて大きくなるためである。質点数毎に確

認すると文献 5)と同様に[1/dpi]c,max が大きくなるにつれて

dRm が大きくなる傾向が確認できる。 
5.1 質点数の変動による予測精度への影響 

図 8 に固有周期を f1T = 2.0 s に固定し、質点数を 5, 10, 
20 と変動させた場合での最大誤差を示す。図 8 より，5 質

点と 20 質点の場合では dRm が 0.1 より大きいケースが多

いことが確認できる。また，10 質点の場合では dRm が 0.1
より大きいケースがないことが確認できる。質点数以外は

同じ解析条件であるにもかかわらず，dRm の分布が変動す

ることが確認できる。細かく分析すると，質点数が少ない

ほど予測精度が低くなる傾向があるが，稀に質点数が多い

場合でも dRm が大きくなることがわかった。以上より，質

点数の変動が応答予測精度の低下に影響を与えることが

わかる。 

5.2 固有周期の変動による予測精度への影響 
図 9 に質点数を N = 5 に固定し、固有周期を f1T = 0.5, 

1.0, 2.0 s と変動させた場合での最大誤差を示す。図 9 より，

f1T が 0.5 s の解析ケースでは dRm が 0.1 以上となるケース

が多いことが確認できる。一方で，f1T = 2.0 s の解析ケース

では dRm が 0.1 以上となるケースが f1T = 0.5 s の場合と比

較すると少ないことが確認できる。このことから，f1T が短

くなるにつれて予測精度の低いケースが多くなる傾向で

あることがわかる。 

 
6. まとめ 

本報では，質点数および固有周期を変動させた場合でも

文献 5)と同様な知見が得られるか確認を行った。以下に得

られた知見を示す。 
(1) 質点数が少なくなるにつれて最大損傷集中が大きく

なるが，文献 5)で得られた知見と同様に最大損傷集

中が大きくなるにつれて最大誤差が大きくなる傾向

が確認できた。 
(2) 質点数が少ないほど予測精度が低くなる傾向がある

が，稀に質点数が多い場合でも予測精度が低くなるこ

とがわかった。このことから，質点数の変動が応答予

測精度の低下に影響を与えることがわかった。 
(3) 固有周期が短くなるにつれて予測精度が低いケース

が多くなる傾向がわかった。 
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図 8 最大誤差（f1T = 2.0 s） 

 
図 9 最大誤差（N = 5） 
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